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序　文
　1956年イギリスの国会に於て死刑廃止法案が下院を通過し，それに影響せられてか時を同じくして，
我が国に於ても第二四回国会（昭和51年）にお硲て参議院から死刑廃止法案が提出されたことは周知の
とk・りである。死刑を保存しているか否かは，その国の文化の高さを示す尺度だとさえいわれている。、
　死刑の問題は，今や理論的角度からのみ考察されうるものではなく，事実を直視することが必要である。
　死刑という言葉は単に二つの文字から出来ているが，これは実に私達の生命を断つものである。死んで
しまうと云うことと，生きていると云うこととは段階が一つちがうだけのように見えて，実はその両者は
架橋しがたい二つの世界である。このように死刑の問題は直接人の生命に関するが故に重要な問題の一つ
であり，それは同時に現下の世界各国共通の当面の問題でもある。死刑存廃についてはこれをかるがるし
く云々することは最も危険である。これを広い立場から合理的，人間的に研究する必要がある。
　ここで私は中世紀的色彩を具有している死刑は現在において末だ尚，存置せられるべきものかどうかと
云う問題について疑を有し，もう一度私なりに再考してみようと思い，そして論じたものがこの論文であ
り，私は題して「死刑酵論」と鮒けてみたのである・そして・の論文岬編から轍されて幼・そ
の第一編は「諸外国における死刑の状況」であつて，主として死刑についての横の関係を明らかにし，第
二編にあつてはピ日本に語ける死刑の状況」すなわち主として縦の関係を概観する。第三編「死刑存廃論1
に諦ては，死刑の本質を麗・・ととし・それ砒較法的及び刑罰理論的に考察した上・第臨「死刑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
に対する考察1でeは・死刑に代るぺき制度を現実的な立場から合理的，実証的に試みようとするのである。
第一編　諸外国における死刑の状況
　　死刑を研究するにあたり，まず出来得る恨りの諸外国の死刑の状況を考察することが必要である。そ
　の意味va　tsいて最近の資料を基礎にしてその国の歴史，執行，統計，動向と云う順序で次の10ケ国を
　その研究対象にしてみた。
第一章　アメリカ合衆国
　　　アメリク合衆国は各州の結合により成立して詮り現在50州から構成されている。現在は大多数の
　　州が死刑を認め，アメリカの50州中で廃止しているのは八州（ミシガン，ウイスコンシン，メイン，
　　ミネソタ・”7ドアイランド・ノースダ・ダ…勅及び…イ）である．死刑執行状況を見ると
　被執行者の大部分は黒人であり，又南部諸州vak・いて多ぐみうけられる。
　　　キヤリル・チエスマン事件を契機として，今やアメリカ合衆国に於いては，死刑という刑罰は廃止
　すべきであると云う運動が展開され，カリフオルニア州でその口火が切られた。
第二章　ドイツ連邦共和国
　　　1910年のダンチヒにおける第30回，1912年のウイーンva　k一ける第31回ドイツ法曹会議
　は死刑問題に関するもので余りにも有名なものである。ナチが政権を奪取してからは，死刑適用領域
　は拡大され，ドイツは「詩人と思想家」の国ではなく，「裁判官と死刑執行入」の国となつた。
　　1949年5月24日，西ドイツ憲法は「死刑は廃止される1（eg　102条）とついに悲願を達成，
　ここに栄光の死刑廃止の実現となつたのである。
第三章　イギリス
　　イギリスに澄いて最も多く死刑を行つたのはヘンリー八世国王で，その治世に72，　000の罪人を
　絞首したことは有名な話である。18世紀の初期死刑に該当する犯罪の種類は50以下であつたが，
　19世紀の初期には220～230の5倍にも拡張された。このようなところから「残虐法典」と称
　された。1861年には死刑の罪を4件に減少されて現在に至つている。すなわち（1｝叛逆罪，（2〕謀殺
　罪，｛3特殊放火罪澄よび，（4曝行を伴う海賊行為。死刑廃止の歴史はイギリスは非常に古いが，サミ
　ユエル・・ミリーtローイカルヴアート等死刑廃止に惜しみなぐ努力している。最近政府から国会に
　殺人法案の提出があり，両院で可決し，5章第17ケ条から構成される殺入法（The　Homicide
　Act　1957）が成立した。この法律により死刑の科せられる場合が非常に制限された。
第四章’フランス
　1670年死刑に該当する犯罪の種類をみるとt15規定していたものが，1791年の刑法は適
用範囲の制限で52に減じた。
　現行フランス刑法典はナポレオン刑法（1810年）に基づくものであるが，これに従うと27に
減じている・その後骸修正の結果16になつた．・ランス峰いて戦前戦後を通じて廃止法案の提
出はみられたが，いずれも成功はしていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－2一
第5章　イタリア
　　ィタリアにおいて，死刑はt890年1月1日から19からt926年11月25日まで廃止され
　た。その間に兇悪な犯罪の増加もなく，ここに人類世界における最初の死刑廃止国の一として有名で
　あつた。しかし，ムツソリー二の暗殺未遂事件を契機とし，1926年にプアシストによb，「国家
　を防衛するための嗜男1怯」が制定され，王家及び高官に対する殺人行為に死刑が規定された。次いで
　1930年の刑法は，一連の死刑を復活した。その後まず1944年には，普通犯について死刑が廃
　止され，さらに1947年には，イタリア共和国憲法が制定され，その27条で「死刑は戦時軍法に
　定める場合を除き許されない」と規定し，旧刑法の昔に返つて死刑は廃止されたのである。
第6章オーストリァ
　　1950年7月1日以降は，通常手続による死刑は原則として廃止されたが，暴動，謀親放火，
　強盗等，ある地域で相当発生するような異常事態においては，階級法的手続で死刑が科せられる。
第7章　スイス
　　1848年の連邦憲法は，政治犯に対し死刑を科すことを禁止していた（54条）。それに続いて，
　1874年に憲法では通常犯罪にも死刑の廃止を規定していた（65条）。その後も州刑法で死刑を
　保存していたものがあり，1897年に連邦憲法第65条を改正し，憲法第65条を改め「政治犯を
　理由とする死刑は科してはならない」（前段）として普通犯罪に対する死刑は各州の立法に委ねるこ
　とにした。その後，4942年スイス刑法典が制定され，全国的に死刑廃止となつた。
第8章スエーデン
　　スエーデンに診いて，死刑執行制限は18世紀の初期から始められていた。’
　　1864年に現行刑法が制定されているが，この刑法典によると死刑が選択刑になつている。スエ
　ーデンでは，1921年6月5日の法律により平和時には死刑は廃止された。死刑復活法案の提出も
　みられたが，いずれも否決されている。1959年の世論調査によると，死刑廃止賛成55％，復活
　賛成28％である。
第9章　カナダ
　　カナダでは，死刑に該当する犯罪には，叛逆罪，殺人罪，海賊行為の三種類である。
　　1961年に刑法の重要な改正があつた。カナダにおいては死刑宣告件数は不規則ながら減少の道
　を辿つている。
　　カナダ上院下院の連合委員会にk一ける死刑についての議事録要旨を後に資料としてのせた。
第十章　ソヴイエト連邦
　　1750年帝政時代エリザベス女王の時，初めて死刑を廃止したが後に復活した。
　　　1926年人の知るように死刑のないソヴイエト刑法が制定された。1927年「10月宣言」が
　発せられ，一般犯罪の死刑は廃止され国家に対する犯罪につき死刑を規定したのである。以来20年
　の期間にわたつて効力を有していたのである。1947年5月26日平和時にas’・Laて死刑廃止の命令
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　　を発した。
　　　1950年1月12日アメリカ帝国主義の拡張の危険によつて一部の犯罪，スパイ罪に対して，
　　tg54年4月50日一般犯罪にも，さらva　1960年，61年，62年多くの犯罪に対して死刑が
　　年々増加して現在に至つている。
第二編　日本に澄ける死刑の状況
　第1章日本における死刑制度の変遷
　　　武家時代の御成敗式目，御定書百ケ条等の内容の紹介から始まり，明治維持をへて旧刑法の制定，
　　現行刑法の制定，昭和22年新憲法が施行されそれにもとついて法律126号による刑法の部分的改
　　正が行なわれ現在に至るのであるが，この変遷の様子を説明する。最近に至つて改正刑法準備草案が
　　未定稿として発表されたが，ここに誇ける死刑の位置をみる。
　第2章　日本に澄ける死刑執行方法
　　　前代に澄ける我が国の死刑の種類を歴史的に考察すると多種多様をなしてts　b，その数においては，
　　他に類例を見ない。その一例を挙げてみるならば獄門，牛裂，車裂，放討，火焙ヂ串刺，鋸挽，臥漬，
　　投水，煮殺t’礫縛首等である。執行方法によつては一様ではなく非常に残虐的な方法を採用してis　b，
　　しかも公開して一般に供していたのである。これはいずれかその時代の背景のもつ理由に帰するもの
　　である。新律綱領，改定律例に澄いて死刑の執行方法には絞，斬り二つを規定し絞刑を行なう方法と
　　して死刑具図解を規定した。それを説明，現在我が国に誇いて採用している死刑執行方法一地下絞架
　　式絞首刑であるが，その刑場の設備執行方法について記述した。武家時代においてこのように惨刑が
　　行なわれたのは，当時の刑罰観念なるものは応報主義は勿論であるが単なる死刑では威嚇力が無いた
　　め残虐性を加味することによb公開し，もつて一般予防主義に基く所以である。現在においては，死
　　刑は真に已むを得ず救い難い場合のみ科し，如何なる方法が苦痛及び残虐性の少ないものかが考えら
　　れている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　第3章　日本に於ける現行死刑制度
　　　旧刑法は，大逆罪（刑法第75条）を始めとして20余種の死刑に該る罪が規定されていたが，現
　　行刑法においては10種の場合に規定している。死刑の執行については刑事訴訟法第475条ないし
　　479条に澄いて詳細に規定するところであるが，その執行の状況を説明した。ここに勘いて明治8年
　　以降昭和38年迄の約89年にわたる年度別死刑執行数を表に作成してみた。これによると明治時代
　　va　k・ける年間平均の死刑執行数は71名，大正時代は40名と非常に多い数字を示すが，昭和に入つ
　　てからは20数名程度を記録しているにすぎない。以前と比べると著減の傾向にあることがわかる。
　　第2次大戦前は十数名程度であつてと云うことに注目し，殊に第二次大戦後兇悪犯の増加は死刑をして
　　増加せしめ，昭和23年24年度にはその頂点に達している。昭和25年以降は減少の傾向にあり更
　　に，昭和52年以降増加している。昭和27年，31年には執行数が少ないのは講和恩赦予想により，
　　執行命令に基くことがその理由とするところである。それに死刑執行の明細すなわち，昭和20年か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一4一
、　　ら27年4月までに各刑場での死刑執行数，死刑執行の所有時間等を調査してみた。今日如何なる犯
・罪について死刑が科せられているのか，最近の統計から受刑者の「罪名」の点を調査すれば，殺人，
　　尊属殺，強盗殺人及び強盗強姦致死に科せられ，これらの4種に限定されていう。これらの犯罪を犯
　　しながら死刑を言い渡されなかつた者も相当ある。要するに裁判官が死刑の判決をする際「越え難き
　　谷」を越えて下すのであり，国家としてもこれ以上の万策がつき止むなく選んだ処置であるように思
　　われる。死刑に処せられた者の身上等について，（1｝犯罪時の年令，（2）配偶関係，（3）職業，（4｝学歴，（5）
　　前科等について調査してみた。
第5編　死刑存廃論
　第1章　死刑の概念
　　　死刑Capital　Punishment　Todesstrabe　Peine　de　mortとは・犯罪人の生命
　　を奪い，その社会的存在を永久的に抹殺することを目的とする刑罪を云い，その生命を剥奪する点よ
　　り自由刑teよび財産刑に対して別名生命刑とも称される。死刑がいつ頃から発生したのか，その起源T’
　　及び死刑の本質に関する学説等を記し，それに死刑の正当性についてルソーJ，J，Rousseau，
　　ヵント1，Kant　tヘーゲルG，W，F，Hege1，ラードブルツクG・Radbruch・等の見解を
　　紹介した。
　第2章　世界に澄ける死刑の種類
　　　我が国の死刑執行方法をみると実に多種多様であり非常に残虐性を帯びていたが，これは決して我
　　が国特有のものではなく，諸外国に澄いてもこの種のものは行なわれていたのである。今日世界を通
　　じて用いられる執行方法は，各国により趣きを異にするも概して次の5種である。（1）電気殺，（2）ガス
　　殺，（3｝銃殺，（4漸殺，㈲絞殺，何れの執行方法をとるにしても一長一短はみられる。かつては死刑の
　　執行に苦痛を加えることを意図としていたが現在では入間性を尊重すると云うことを前提にして苦痛
　　を感ぜずに絶命し，そして人道的であることが研究されて澄り，苦痛の少なく瞬間的に死亡すると云
　　うガス殺と絞殺方法が比較的他の方法に優れているように思われる。特に絞殺方法は安楽な死に至ら
　　しめる方法であるとは世界の医学上の認めるところでもある。これら5種類の他に，例えば古代ギリ
　　シヤに論いてソクラテスの処刑にみられた所の毒殺死刑Giftbecher，無痛注射による処刑方法
　　も考えられている。
第璋チユーザレ・ベツカリーア，ビクトル・ユーゴ「，・一イ・カルヴアートの死牒
　　　本章に澄いては，ベツカリーア，ユーゴーカルヴアーFの死刑論を紹介する。
　第4章　死刑存置論　死刑廃止論
　　　死刑は刑法上これを認むべきか，それとも廃止すべきかについては，古くから多くの論者によつて
　　議論されているところである。死刑に関する存廃論としては，多種多様な相当の理由が挙げられてい
　　る。その論拠は時代と共に多少の変遷はあれ，今日行なわれるものの主な諦点のみを挙げてみうと，
　　一　死刑存置論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一5一
　　　1．民族的法律観念を理由とする存置論
　　2・威嚇力を理由とするもの
　　5．社会契約説を理由とするもの
　　4．国民性と社会状態を理由とするもの
　二　死刑廃止論
　　1，人道主義を理由とするもの
　　2．誤判を理由とするもの
　　5．被害賠償を論拠とする廃止論
　　4．死刑に威嚇力無しとの点よりする廃止論
　等がある。死刑の問題は単なる法律問題ではなく，それは刑事政策に関連する問題であb更に進んで
　ば人生観・世界観につながる問題である。すべての「目には目を，歯には歯を」と云うイスラエル
　の青銅時代の掟は既に山上の垂訓に於いて廃棄されたのである。死刑を存置するカ㍉廃止するかを単
　に抽象的に論ずるのは万全の策とは云えない。
　　私は死刑が必要にして欠くべからざるものであるとする考え方を一応理解出来るが，これにっいて
　は全面的には賛成することができ左いのである。死刑の威嚇的効果は証明されないし，それに死刑に
　処せられるのは裁判の結果であるが，その裁判制度そのものに疑を有するからである。即ち誤判の点
　である。誤判が後を絶たない限りに澄いて，私は死刑を存置することには心情が許さないのであり，
　実証的な考察から判断する時，死刑廃止論に傾むかざるを得ft　hのである。
第5章　我が国における死刑論
　　ここに於いて，花井，勝本．宮本武藤，牧野，滝川，泉；小野，久札田，不破，安平，そして
　平野，各博士の所説を紹介する。
　　概念的にみると，主観主義一新派に所属する者は死刑廃止を力説し，客観主義一旧派に属する者は，
　死刑存置を主張するようである。注意すべきは，死刑廃止を究極の目標とし左がら今日においては時
　期尚早であるとなす者として，勝本，安平博士等が誇られることである。
第6章　日本における死刑廃止の提案
　　我が国に於いては・すでに古く嵯峨天皇の弘仁元年から後，白河天皇の保元元年に至る347年の
　間，事実上死刑が廃止されていたことは歴史がこれを示している。
　　死刑はこれを廃止すべきであることは，今や世界のすう勢である。我が国にあつても明治以降死刑
　廃止論者の数は少なくない。明治時代に小河滋次郎博士をはじめとして，大正時代に花井博士，今日で
　は木村，正木博士等がその代表的なものとして数え挙げられている。現在まで現行刑法典制定に澄い
　て・あるいは刑法中一部改正法律案の審議過程において，幾度か死刑廃止法案が国会に上程されたこ
　とはある。
　　本章においては・次の提案に関しての議事経過を議会議事録から摘記してみた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一・6一
　第14回帝国議会（明治55年2月）
　第15回帝国議会（明治54年5月）
　　第i6回帝国議会（明治55年4月）
　　第25回帝国議会（明治40年1月）
　　　その後何らの提案なくして終戦をむかえ・昭和22年5月vaは縮法が鮪されたのである・そ
　　して新憲法下においては，
　　　第24回国会（昭和5t年3月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　にかいてその提案があつた。
第7章日本国憲法と死刑
（死刑は憲法違反か）
　　昭和22年sm法が施行せられ，刑罰va関する鰍の規定を設けた・そして憲法第3條は「何人
も法律の定める手続徽ら鮒ればその生命・若しくは舳を勧駅ほ・その刑罰を科せら繊い」
とし第・條では「公獺による拷問及び朧な刑J罰は絶対にこれ襟ずる」と綻するところカ’ら・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，死珊る刑罰を一旅紳て賄定し，1也旅紳て否定するという・この相反する規定臆法の運
用上如何に鰍すぺきものかと云う鰍な問題力棚された・そして刑法の規定する研1カ：憲法燵
反するのではなかろうかと云擬問が，憲法第5條を中心として論ぜられる姪つたのである・問
題の要点は，死刑臆法第56条で規定している・いわゆる「残虐左刑罰」（G・uel　punish－
。。。，）ma当するや否やというとこ6・va存する。そこで死刑の違憲説・舗説の鮨を挙げ・死刑
　を定めた刑法の規定は違憲では左いと云う判例の態度を紹介する。
　（残虐左刑罰）
　　我が鴎法第56条で規定する「残虐柵j罰」を禁止する思想は1776年のヴアージニアの人権
宣言第9条鰹てア・リ濾法修正第8条に馳入れられ・それか狛来したものである・アメリカ
合衆国憲法が「腱にして異常酬罰襟止しているのに対し識が国の離に紳ては単va「甦
　お刊罰一1の禁止を規定しておるから，アメリカ憲法の解釈をそのまま我が憲法の解釈として持込むが
如きは妥当では・t・V・という所から繭者の駄鰍論上の相違鱒き出している・しかし死刑が残虐
刑vaあらず，とはア・リヵの判例は勿論，我が国の判例も又・れを承謝る所で・その間喉質egk
　差異はあるまい．判例の認める灘刑は，犯罪人自身の離・…と云うよbは・むしろ刑罰を公開
　することによつて沸くところの世人の残虐受感の強い刑罰と云うことになる。
　　我姻の判例が何を残戯刑罰と解しているかは具体的vaは糊瞭であり・その立論のeeesが抽象
　的領域を脱していないと云う事は事実である。何が残虐な刑罰に該当するかは結局のところ，社会通
　念の問題に帰する．ものであると思われる。
　　（絞首刑違憲論）
　　　明治6年2月20日太政官布告第65号は，新憲法の下においても，現行法としての効力を有して
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　　いるのか否かについては学説および実務上争いの存する所である。それが憲法第31，36条に違反
　　するものであるとの上告趣旨に対し・昭和56年7月19日最高裁判所大法廷は「太政官布告は今日
　　でも法律と同一の効力があるとし，かつ現在の死刑執行が布告の規定通りに行なわれていなくても，
　　そこに示された基本的事項に違反するものでない以上違憲ではft・h」と判示し，太政官布告について
　　の論争に終止符を打つている。
　　〔結語〕
　　　判例は「1人の生命は全地球よb重い…・・…・死刑は究極の刑罰である」としているがその意味する
　　所は，それは国家として万策がつき・もうこれ以上打つ手が左く，そこで止むなく選んだ処置なので
　　あると云うことになる。
　　　憲法自体が違憲の制度を予想する規定を置いているとは考えられない。かような意味に劃いて憲法
　　第31条と第36条の二つの規定は両立し得る性質のものであり・現行憲法の解釈からして憲法第51
　　条と第5・6条を根拠として死刑の違憲を主張するのは無理であると信ずる。これにより「死刑」に関
　　する論議は実体面及び手続面の双方から一応終止符を打たれた訳である。
第4編　死刑に対する考察
　第1章　国際連合アジア地区人権セミナーに澄ける死刑の討議
　　　本章に澄いては国連アジア地区人権セミナーに劃ける死刑の討議の様子を紹介する。この会議には
　　オーストラリアをはじめとし，日本を含め20ケ国56名の人々が参加，又多数のオラザーパーが参
　　加した。議題とするところは死刑はあるべきか，死刑存置及び廃止の諸理由であつて，とこには参加
　　した国々の死刑についての意見の概要を紹介した。その結果死刑廃止は「時期尚早である」とのこと
　　であるが・常に死刑摩止への目標に向い努力していると云うことは注目すべきである。
第2章　死刑と誤判
　　　死刑と誤判については多くの角度から考察を試みた。現行法は死刑を規定しているが，これを存置
　　せしめる限り．・裁判に澄いて無実の者に対し死刑を科する誤判Justizmordの絶無を期すことは
　　容易でない。生きている者は無実を証明することが出来るが，死んだ者藏「死人に口なし」と昔から
　　云われるように，自己の無実を語るζとは不可能である。一度誤判によって死刑に処せられた時は，
　　真犯人が明らかにされなければ誤判とは決定できず後日その誤判であつたことが発見せられても・も
　　はや回復することが出来ないから死刑は・挽回不可能刑An　i．rrevocable　Penaltyと称さ
　　れるのである。
　　　ここに夢いては誤判の原因を考察することにし，その原因が何処からきているのか，まずマックス・
　　ヒルシユベルグMax　Hi・rschbergによつて・誤判の重要な原因を挙げて解明してみた。誤判の対
　策としては・すぺての死刑判決は自動的に最高裁判所に澄いて・義務的な事後審査をするように手続
　　的lt保障を完全に規定する事が必要である。
　　　それから日本及び諸外国va　teける「誤判が立証された場合の救済方法」「誤判の統計」及び各国の
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　誤判例等を調べてみた。
第3章　死刑に代るべき刑罰一立法試論
　　死刑は絶体に廃止すべきであると考えていることは前述した通bであるが・単に死刑を廃止すると
云う主張では余りにも無意味であり，ここで死刑に代るべき処遇として如何左る方法を採用するかを
　述べる責任がある。
　　死刑に代る刑罰は少なくとも死刑と同じ程度の価値あるものでftければなら左い。そこで・今迄に
　死刑を廃止した諸国はその代刑として如何左るものを採用しているか，国によりさまざまに立案され
　ているので，それを紹介してみた。私はここで諸国の実例を参考にしながら我が国の実情に適合した
　代刑，す左わち「終身拘禁」刑の採用を提唱するものである。現行刑法にょると，無期自由刑に処せ
　られた者は10年の経過により仮出嶽（刑法第28条）でぎる～二とになつている。しかし私の提唱す．
　る代刑たる「終身拘禁」においては少左くとも15年間は刑務所に澄いて強制労働が課せられるべき
　であり，更に改俊の状が顕著である者には，被害者の遺家族の同意を要件として・仮釈放を許すもの
　であつてその意味に診いて，死刑の執行猶予的性格をもつものである。そしてここで云う刑期の15
　年間には，自己の犯罪行為を冷静に反省批判せしめ，それに改善更生の効果をもたらしめようとする
　ものである。
立　法　試　案
　一　死刑の代刑として「終身拘禁」刑を採用する。
　二　刑期15年を経過した後，次の条件が備わつた場合には仮釈放が可能である。
　　1・改俊の状が顕著であること。
　　2・被害者の遺家族の同意が有ること。
結　　　論
　　現在の社会をみる時，悪人といわれるぺき者が非常に数多く存在しており，これらの者に対処すべ
　き刑罰として死刑が一般的に考えられており，又死刑が過去において国家秩序め維持に貢献したと考
　えられたことも事実であるが，今やしかし全世界は真摯に死刑問題と取組んでいる。
　　死刑の存廃を論ずる場合には少なくともその基礎を考えて結論を出すべきであるが・今日の我が国
　では，それを廃止することを希望している者が多いと見てよいではなかろうか。死刑は犯罪人の生命
　を奪うこと以外の何ものでもなく，犯罪人の人間性を正確に把握することを見過しているものである。
　それは犯罪人をして社会に復帰せしめる可能性を奪う点に夢いて現在の刑事政策的目的にそむいてい
　るのである。
　　前述したように死刑の威嚇的効果は死刑廃止に伴左う犯罪曲線からしても証明されず・誤判の点澄
　よび諸外国の実例等からすると，今日の文明社会に澄いては，死刑では左く，その代刑でもつて充分
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であると思慮する。
　私の提案する死刑の代刑としての終身拘禁は・特殊刑務所において，犯罪人自身の犯罪行為の反省
批判とその改善更生の効果を収めようとするものである。そして15年間刑期に服した後，改俊の状
が顕著である場合には1被害者の同意を条件として・仮釈放の恩典に浴することを可能とするもので
ある。かかる代刑を採用することによつて，個々の犯罪人に，従来の死刑に全く欠けていた改善更生
の効果を期待することが可能になり・この点に代刑の利点を発見することが出来る。そしてそうする
ことにょb個々の犯罪人の人間性が尊重されることになるのである。
　カントのいわゆる「人を殺した者には死が左ければならない」と云うタリオ的思想は・今日に於い
ては，それをそのままの形で採用することは出来ない。現代においては，死刑という刑罰を現実的な’
立場で合理的に処理することがより多く要求せられているのである。私は死刑という刑罰についてか
ように考えたいのである。今や死刑の廃止は机上の議論の時代を過ぎて，実行の時代に入つていると
いえよう。その意味で死刑を存置することは，私の心情がこれを許さないのである。
　立法者はすべからく死刑を廃止し．その代刑として前述したような「終身拘禁」刑を採用すること
を考慮すべきである。
審査結果の要旨
????『．????????
　本論文は，死刑に関するわが国於よび世界の主要国家における実状を叙述し，死刑存廃論の世界的動向
を批判的に検討し，その結論として，著者は死刑廃止を主張し，さらに，死刑に代わるべき刑罰について
自己の見解を明らかにしたものである。
　本論文の主たる内容は4編より成b・第1．編に澄いては，アメリカ合衆国，ドイツ連邦共和国，イギリ
ス，フランス，イタリア，オーストリア，ヌイス，スエーデン，カナダむよびソヴィエト連邦に劃ける死
刑の歴史，執行．統計toよび動向を叙述し，第2編にむいては，わが国に澄げる死刑制度の変遷，死刑の
執行方法，foよび，現行死刑制度について詳細な歴史的・統計的実状を叙述している。
　第5編は・死刑存廃論と題し・世界va　tsける死刑執行方法を説明した上で・まず死刑存置論と死刑廃止
論を検討し，死刑存置論は・その根拠として，（1）民族的法律観念を理由とするもの・（2）死刑の威嚇力を理
由とするもの・（3）社会契約説を理由とするもの，teよび，（4国民性と社会状態を理由とするものがあると
し。これに対して，死刑廃止論の根拠としては，（1）人道主義を理由とするもの，②誤判を理由とするもの・
（3｝被害賠償を理由とするもの，ieよび，（4）死刑には威嚇力がないことを理由とするものがあるとし，その
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それぞれについて詳細な説明と批判を展開し，さらに進んで・わが国における死刑存廃論を詳述し・旧憲
法下の帝国議会にteける死刑廃止法案，　teよび・新憲法下に劃ける死刑廃止法案における死刑論議の模様
を極φて詳細に叙述し，さらに，新憲法下における死刑およびその執行方法に関する最高裁判所の見解に
論及している。
　最後の第四編においては，まず国際連合アジア地区人権セミナーにおける死刑の討議の模様を説明し，
その結論として，死刑廃止は時期尚早と決議せられたが，ここでも死刑廃止を目標として努力がftされて
いることを明らかにし，特に，著者は誤判を根拠とする死刑廃止論の重要性を認め，死刑が廃止せられる
ぺきであるとする見解をのべ，さらに，死刑廃止の暁において死刑に代わるべき刑罰としては，終身拘禁
を採用すべきであるとし，しかし，刑期15年を経過した場合には，改俊の状が顕著であること，むよび
被害者の遺族の同意があることの二つの条件の下に仮釈放を可能とすべきであると提案している。
　本論文の研究対象とする死刑の問題は，周知のように，古くして，しかも常に新しい問題であり，これ
に関する論点は，今日では，ほとんど論じ尽されたに近いといつても過言ではない。しかも，死刑の問題
は，単に刑罰問題であるだけにとどまらず，深く，人間論，社会・国家観・世界観につらなる深刻左問題
であb，しかも，その窮極の結論は，これを保存するか，または廃止するかの二者択一に帰し・従来の論
議も，結局，死刑存置論か，または，廃止論か以外のものではありえなか？た。その意味において，本論
文の著者の結論たる死刑廃止論そのものには特に新しいものがあるとはいえない。
　　しかし，本論文において，著者が冷静・公平に，そして詳細に，比較法的・世界史的見地に立つて死刑
問題に関する歴史的変遷の跡を明らかにし，実証的事実を綜合的に説明したことは，わが国の従来の死刑
、論と比較すると，・一層広い視野と豊富左資料を提供して澄り，わが国の死刑に関する刑法並びに刑事政策
的研究に対し重要な意義を有し，学問上寄与するところ大であるといいうる。
　右の理由で，本論文は法学博士の学位を授与するに適格ftものと判定する。
　　昭和41ec　12月10日
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